
事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 5

4 章 款 1

9 節 項 2

3 項 目

２．事業の目的

３．事業の内容

18 28 千円

【主な業務】

・西地区の全区域23.7haの仮換地

 指定を行った。

・物件調査、物件補償等を行った。

５．事業費 （単位：千円）

19 21

事業名 西原西地区土地区画整理事業 事業種別

担当課 都市整備課 課長名 小橋川聰
予
算
科
目

土地区画整理事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土地区画整理事業費

中項目 市街地の整備 西原西地区土地区画整理事業費

小項目 新市街地の整備

対象（何、誰のために） 棚原、徳佐田、翁長地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

住宅地の供給及び本町の商業施設のサブ核形成と活力ある賑わいのまちづくりを図る。

   棚原、徳佐田、翁長の一部を事業区域とし、道路や公園等の公共施設を整備改善を図り、また本町のサブ核の
商業区域と位置づけ、活力ある商店街及び良好な住宅環境の整備改善を行う。
 （地区面積23.7ha、計画人口1,700人）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 10,250,000

根拠法令等 土地区画整理法 関連計画等 西原町都市基本計画、県道２路線整備事業

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 450,298 560,750

464,647

県支出金

国庫支出金 9/10 378,000

地方債

96,103

財
源
内
訳

一般財源 - 72,298

その他特定財源

1. 新規 2. 継続

161



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

9 節 項 5

4 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

・電気設備修繕（Ｈ21.7）

　　外灯及び屋内電気配線の修理

・給水設備修繕（Ｈ21.7）

　　ポンプ室内逆止弁取替

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 町営住宅管理事業 事業種別

担当課 都市整備課 課長名 小橋川聰
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 市街地の整備 住宅費

小項目 市街地の効率的整備 住宅管理費

対象（何、誰のために） 町営住宅

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正に維持管理する

　上原地域にある町営住宅（6世帯）の修繕等維持管理を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 34 92

県支出金

国庫支出金

34 92

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

・用地測量修正業務委託料　　984,500円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 土木管理事務運営事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 土木管理費

小項目 道路網の整備 土木総務費

対象（何、誰のために） 土木課事務事業

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

円滑に実施する

・土木課事務事業の事務経費の支出
・関係団体への負担金支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 632 1,462

県支出金

国庫支出金

地方債

1,462

財
源
内
訳

一般財源 - 632

その他特定財源

1. 新規 2. 継続

163



事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

○ 用地買収に伴う登記事務。

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 道路新設改良事務運営事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路新設改良事務

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

円滑な事務執行

用地業務嘱託職員の配置

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 3,352 3,352

県支出金

国庫支出金

地方債

3,352

財
源
内
訳

一般財源 - 3,352

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

19 23 千円

・平成21年度までの執行額：７１,４００千円（総事業費の３８．１ ％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 兼久・仲伊保線（北側）道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 工業専用地域及び周辺地域住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

車両の通行がスムーズになり、地域交通の安全性の確保と利便性の向上を図る。

　本路線は、町道小那覇マリンタウン線を起点とし、町道内間・小那覇線を主点とする道路である。終点付近には、
県内でも有数の集積率と出荷率を誇る小那覇工業専用地域がある。しかし、現道幅員が4ｍ前後と狭く車両のすれ
違いが困難であるため、幅員7ｍに拡幅する。道路延長750ｍ。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 230,000

根拠法令等 沖縄県電源立地地域対策補助金交付要領 関連計画等

４．平成２０年度事業の成果

21年度 20年度繰越

事業費 57,609 0

内
訳

測量試験費 735 0

工事費 20,790 0

用地費 4,732 0

補償費 31,352 0

事務費 0 0

 用地取得面積㎡ 395.43 0.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 2,942 58,456

財
源
内
訳

国庫支出金

その他特定財源

県支出金 10/10 2,942 57,608

地方債

一般財源 - 0 848

1. 新規 2. 継続

位置図
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

15 25 千円

・平成２１年度までの執行額：208,652千円（総事業費の65％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 小波津川北線道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三

道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

予
算
科
目

一般

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一
体的に整備することにより、親しみと憩こいの場を提供する。

本路線は、小波津川（二級河川）の河川沿い道路で国道３２９号西原バイパスを起点とし、国道３２９号を終点とす
る道路である。本路線の周辺にはマリンパーク・東崎公園等の公共施設があり、河川と道路が一体となった緑の骨
格軸・ネットワークの構築を計画している。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 320,000

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等 小波津川沿川まちづくり計画

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

内
訳

事業費 21,581 0
測量試験費 0 0

工事費 0 0

用地費 21,399 0

補償費 81 0

事務費 101 0

用地取得・面積㎡ 1,468.00 0.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 18,270 21,581

18,424

県支出金

国庫支出金 8/10 14,616

地方債

4,606

財
源
内
訳

一般財源 - 3,654

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

15 25 千円

・平成２１年度までの執行額：372,011千円（総事業費の75％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 小波津川南線道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一
体的に整備することにより、親しみと憩こいの場を提供する。

本路線は、小波津川（二級河川）の河川沿い道路で国道３２９号西原バイパスを起点とし、町シンボルロードを終点
とする道路である。本路線の周辺にはマリンパーク・東崎公園等の公共施設があり、河川と道路が一体となった緑
の骨格軸・ネットワークの構築を計画している。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 490,000

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等 小波津川沿川まちづくり計画

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

内
訳

事業費 65,733 0
測量試験費 5,287 0

工事費 0 0

用地費 3,417 0

補償費 56,483 0

事務費 546 0

用地取得・面積㎡ 85.00 0.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 7,400 65,733

57,166

県支出金

国庫支出金 5,920

地方債

14,291

財
源
内
訳

一般財源 - 1,480

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

18 25 千円

・平成２１年度までの執行額：233,446千円（総事業費の18％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 兼久仲伊保線道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、車両の通行がスムーズになり、地域交通の安全性の確保及び利便性
の向上を図る。

本路線は、臨港２号線から町道小那覇マリンタウン線を経由し、小那覇工業適地内に位置する道路である。本路線周辺には、西原東中学校・マ
リンパーク・東崎公園等の公共施設や東崎工業地域・東崎住宅地域があるとともに、小那覇地内の工業団地として多くの事業所や工場等が集
積しており、工業出荷額も県下一位を誇っている。通勤通学路及び事業所の流通として利用されておりますが、南側では現況道路幅員が４ｍ程
と狭く、歩行者の安全確保や車両等のすれ違いが困難な状況にある。また、大雨時の路面冠水や路面の不陸化も生じている。そのため、本路
線を整備することにより地域交通の安全性の確保及び利便性の向上が図られ、生活環境が改善され地域振興に寄与する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 1,250,000

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

内
訳

事業費 14,315 110,832
測量試験費 4,192 0

工事費 0 0

用地費 0 14,242

補償費 8,107 96,590

事務費 2,016 0

用地取得・面積㎡ 0.00 383.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 61,452 125,147

98,374

県支出金

国庫支出金 49,161

地方債

24,594

財
源
内
訳

一般財源 - 12,291

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

13 22 千円

・平成21年度までの執行額：１,９１９,０００千円（総事業費の９２％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 小那覇マリンタウン線道路改築事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 小那覇、東崎地域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線を整備することにより、マリンタウン地区にある工業専用地域やマリンパーク、商業
地域へのアクセスが容易になり、本町の観光・物流等の振興を図る。

　本路線は、国道329号を起点とし、臨港道路1号を終点とする道路である。本路線周辺には、西原町役場、西原東
中学校等の公共施設、東崎工業地域、西原マリンパークがあるが、マリンタウン地区へ接続する道路がないため、
幅員16ｍ、延長960ｍの道路を整備する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 2,157,000

根拠法令等 関連計画等 西原町都市基本計画

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

事業費 57,942 43,810

内
訳

測量試験費 878 3,045

工事費 49,752 36,521

用地費 690 0

補償費 3,161 4,244

事務費 3,461 0

 用地取得面積㎡ 6.20

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 250,454 101,752

財
源
内
訳

国庫支出金 8/10 199,760 83,650

県支出金

地方債 32,300 19,700

一般財源 - 18,394 1,212

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

15 25 千円

・平成２１年度までの執行額：　　　　　　千円（総事業費の     ％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 小波津川改修事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三

道路橋梁費

小項目 道路網の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 道路利用者及び近隣住民

予
算
科
目

一般

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

本路線整備により、地域交通の安全性の確保及び利便性の向上を図ると伴に、河川と一
体的に整備することにより、親しみと憩こいの場を提供する。

本路線は、小波津川（二級河川）の河川沿い道路で国道３２９号を起点とし、町シンボルロードを終点とする道路で
ある。河川と道路が一体となった緑の骨格軸・ネットワークの構築を計画している。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等 小波津川沿川まちづくり計画

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

内
訳

事業費 29,171 13,732
測量試験費 0 0

工事費 0 0

用地費 25,959 13,732

補償費 3,212 0

事務費 0 0

用地取得・面積㎡ 300.00 314.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 14,564 42,903

県支出金 14,564 42,903

国庫支出金

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

1 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

21 25 千円

・平成21年度までの執行額： 21,062千円（総事業費の2.5 ％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 森川翁長線道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路綱の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 森川、徳佐田、翁長地区

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西地区区画整理事業のまちづくりの推進及び西原インターへのアクセス向上を図る

本路線は、一般国道３３０号西原バイパスを起点とし、県道浦添西原線を終点とする道路である。本路線周辺に
は、国立療養所沖縄病院、国立大学法人琉球大学、同付属病院といった公共施設や沖縄自動車西原インター、西
原西地区土地区画整理事業地区等がある。しかし、周辺道路の幅員が４ｍ程度と狭く、歩行者の安全性確保や車
両等のすれ違いが困難な状況となっている為、本路線を整備する。幅員10ｍ、延長770ｍ。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 847,000

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等 西原西地区土地区画整理事業

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度繰越

事業費 20,162 0

内
訳

測量試験費 20,000

工事費

用地費

補償費

事務費 162

 用地取得面積㎡ 0.00 0.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 20,162

16,840

県支出金

国庫支出金

地方債

4,210

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続

位置図の添付お願いします
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【道路改良率】 （単位：％）

【道路河川愛護デー 】

・実施日：平成21年7月24日（金）　参加者241人

【主な工事等】 （単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 道路維持管理事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路環境の整備 道路維持費

対象（何、誰のために） 町内全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

生活に密着した安全で快適な道路の確保

・道路河川愛護デーの実施
・道路の補修工事等

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

項目 21年度 20年度 19年度

道路改良率 44.1 44.1 42.3

用地取得
面積㎡工事費 用地費 その他

1,318

事業箇所 総事業費
事業費内訳

490 51.6市町村未買収道路用地取得事業 1,808 0

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 2,822 10,011

1,446

県支出金

国庫支出金 0

2,822 4,877

地方債

3,688

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

10 節 項 2

2 項 目 3

２．事業の目的

３．事業の内容

20 20 千円

・平成21年度までの執行額：８３,０２１千円（総事業費の１００％）

（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 森川3号線道路整備事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 交通体系・基盤の整備 道路橋梁費

小項目 道路環境の整備 道路新設改良費

対象（何、誰のために） 森川、徳佐田、棚原、上原地区

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

防災及び地域交通の安全性や利便性の確保を図る。

　本路線は、沖縄自動車道建設に伴う付け替え町道で、町道徳佐田・森川線を起点として、旧県道34号線を終点と
する道路である。近年の集中豪雨等により、本路線東側に位置する法面において、崩壊の危険性が高まっている
ため、整備を行う。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費 83,021

根拠法令等 道路整備事業緊急措置法 関連計画等

４．平成２1年度事業の成果

21年度 20年度繰越

事業費 0 44,687

内
訳

測量試験費 0 0

工事費 0 44,687

用地費 0 0

補償費 0 0

事務費 0 0

 用地取得面積㎡ 0.00 0.00

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 38,334 44,687

35,750

県支出金 0 0

国庫支出金 30,667

0 0

地方債 0

8,937

財
源
内
訳

一般財源 - 7,667

0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 2

11 節 項 1

1 項 目 7

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な事業内容】

・ｺﾋﾟｰ用紙等消耗品費 100,695円

・電話料（FAX)  34,538円

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 電算事務運営事業 事業種別

担当課 企画財政課 課長名 玉那覇洋
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 総務費

中項目 情報通信基盤の整備 総務管理費

小項目 情報システムの構築 電算費

対象（何、誰のために） 役場職員

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

事務費です。

入力室等で使う用紙
ＦＡＸ回線使用料

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 153 135

県支出金

国庫支出金

地方債

135

財
源
内
訳

一般財源 - 153

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 2

11 節 項 1

1 項 目 7

２．事業の目的

３．事業の内容

12 千円

【主な事業内容】

・ウィルス対策ソフトウェアの更新

･有害サイト（ホームページ）閲覧制限ソフトウェア導入

・端末機の不正操作・USBメモリ対策ソフトウェア導入

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 情報セキュリティ対策事業 事業種別

担当課 企画財政課 課長名 玉那覇洋
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 総務費

中項目 情報通信基盤の整備 総務管理費

小項目 情報通信システムの構築 電算費

対象（何、誰のために） 役場職員

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

西原町が持つ住民の個人情報や各種行政情報が悪意のある第3者により破壊されたり、
漏洩することを防止する。また、情報システムがウイルス等の脅威により機能不全に陥らな
い様にするための対策を行う。

悪意のある攻撃者から西原町の資産と情報を守る
（ソフトウェア使用契約の締結、セキュリティ対策設備の導入と維持保守）

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 920 1,718

県支出金

国庫支出金

地方債

1,718

財
源
内
訳

一般財源 - 920

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 2

11 節 項 1

2 項 目 7

２．事業の目的

３．事業の内容

17 千円

【主な事業内容】

・・・・住民住民住民住民ＩＴＩＴＩＴＩＴ講習会講習会講習会講習会 （単位：人） ・・・・他主催他主催他主催他主催のののの講習会講習会講習会講習会　　　　
　　※講師は電算嘱託職員　※場所はパソコン室

商工会 12人（3日間）

婦人連合会 23人（5日間）

役場職員 13人（3日間）

<<<<そのそのそのその他資料他資料他資料他資料>>>>
   ・パソコン室利用者状況

   ・外部団体によるパソコン室の利用実績
利用団体：　商工会（ １２月（３日間）、２月（1日のみ）、３月（1日のみ）の計３回 ）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 住民ＩＴ講習事業 事業種別

担当課 企画財政課 課長名 玉那覇洋
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 総務費

中項目 情報通信基盤の整備 総務管理費

小項目 情報活用能力の向上 電算費

対象（何、誰のために） 町民

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

ITに興味を持っている住民の情報リテラシー向上と地域全体の底上げを図る。
（情報リテラシー：パソコン、電子メールなど、情報関係の機器やサービスを使いこなす能
力のこと。）

自学自習のためのコンピュータ教室を提供し、定期的に講習会を開催する。

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度

講習回数 10回 9回

受講者数 128人 135人

21年度 20年度

利用者数 2,592人 2,239人

稼働日数 220日 240日

1日あたり 11.8人/日 9.3人/日

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 1,445 1,764

県支出金

国庫支出金

地方債

1,764

財
源
内
訳

一般財源 - 1,445

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

12 節 項 2

1 項 目 5

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【主な補修・工事箇所】

実績なし

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 排水施設事務運営事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 河川、排水路の整備 道路橋梁費

小項目 排水路の整備 排水施設費

対象（何、誰のために） 町内全域

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

計画的な排水路の整備を進め、生活環境の改善に努める

・排水路の維持管理
・排水施設整備工事

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 0 866

県支出金

国庫支出金

地方債

866

財
源
内
訳

一般財源 - 0

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 1

4 章 款 8

12 節 項 3

2 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

・雨水タンク設置補助件数　８件（前年度４件）

「申し込み者１６名で抽選の結果、２１年度予算内の８名を決定。」

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 準用河川改良事務運営事業 事業種別

担当課 土木課 課長名 小橋川生三
予
算
科
目

一般会計

総
合
計
画

大項目 明るく住みよい健康福祉のまち 土木費

中項目 河川・排水路の整備 河川費

小項目 河川の改修整備 準用河川改良費

対象（何、誰のために） 町内準用河川

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

河川等雨水の排水システムの改善を図る

・準用河川の維持管理
・雨水タンク設置者に対する助成事業

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 1,358 850

県支出金

国庫支出金

地方債

850

財
源
内
訳

一般財源 - 1,358

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 1

1 項 目 1

２．事業の目的

３．事業の内容

千円

【下水道接続率】 （単位：人、％）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 下水道事業（一般管理費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 幸地克政
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道管理費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 一般管理費

対象（何、誰のために） 公共下水道整備事業

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正かつ円滑な事業執行を図る

・公共下水道普及事務等嘱託員の配置
・公共下水道事業の事務経費の支出
・関係団体への負担金支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度 19年度

接続世帯人口（Ａ） 3,953 3,449 2,553

接続可能世帯人口（Ｂ） 9,205 8,386 7,723

下水道接続率（Ａ）/（Ｂ） 43% 41% 33.1%

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 3,094 966

県支出金

国庫支出金

293 287

地方債

679

財
源
内
訳

一般財源 - 2,801

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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事業個別表事業個別表事業個別表事業個別表

１．事業名等

会計 6

4 章 款 1

14 節 項 1

1 項 目 2

２．事業の目的

３．事業の内容

14 千円

【使用料の推移】（単位：千円）

５．事業費 （単位：千円）

20 21

事業名 下水道事業（維持管理費） 事業種別

担当課 上下水道課 課長名 幸地克政
予
算
科
目

公共下水道事業特別会計

総
合
計
画

大項目 明るい住みよい健康福祉のまち 公共下水道費

中項目 下水道の整備 下水道管理費

小項目 公共下水道（汚水）の整備 維持管理費

対象（何、誰のために） 公共下水道

事業の意図
（対象をどんな状態にしたいの
か）

適正な維持管理を行う。

・下水道使用料徴収事務
・水質検査の実施
・汚水処理負担金の支出

事業期間 平成 年度　～　平成 年度 総事業費

根拠法令等 下水道法 関連計画等

４．平成２１年度事業の成果

21年度 20年度 19年度

使用料（現年度） 81,223 52,515 40,559

率 年度決算 年度決算

事　業　費 - 28,648 40,367

県支出金

国庫支出金

27,493 40,367

地方債

0

財
源
内
訳

一般財源 - 1,155

その他特定財源

1. 新規 2. 継続
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